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2016年に発生した熊本地震では、4月14日に前震

とされるマグニチュード6.2の地震が発生し、2日
後の4月16日に本震とされるマグニチュード7.3
の地震が発生した。当初は、マグニチュード6.2の
前震が本震で、それを上回る規模の地震は想定さ

れていなかった。一連の地震を受けて、気象庁は

従来のような余震発生確率の発表を取り止める

ように方針転換した。このような熊本地震の経験

やリスク・コミュニケーションの方針転換は、

人々の地震に関するリスク認知や情報源に対す

る信頼に大きな影響を及ぼしたと考えられる。そ

こで本研究では、前震および本震における住民の

避難行動の選択理由について検討する。また、避

難行動のパターンによってその後のリスクに対

する反応にどのような違いが生じたのか検討す

る。本研究では、2016年に文科省が実施した調査

データを用いて分析を行った。その結果、前震と

本震で避難理由が異なっていた。前震では災害に

対する恐怖から、本震では近隣とのコミュニケー

ションにより避難行動が選択されていた。また、

避難行動のパターンは地震のリスク認知に影響

を及ぼしていた。さらには、避難行動のパターン

は、類似性を介して、組織に対する信頼に影響を

及ぼしていた。つまり、住民の熊本地震の経験が、

信頼の規定因としての類似性の影響を顕在化さ

せていた。以上、本研究では、熊本地震による人々

のリスクに対する反応の特徴を明らかにし、災害

リスクマネジメントのあり方について提言を行

っている。 
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1.   Introduction  
2016年4月14日に熊本県熊本地方を震央とする

Mj6.5の地震が発生した。この前震では、熊本県益

城町では震度7を観測している。さらに、その約2
日後の4月16日には、同じく熊本県熊本地方を震

央とするMj7.3の地震が発生した。この本震では、

熊本県西原村と益城町で震度7を観測している。 
熊本地震は住民が大規模な前震と本震を短期

間に連続して経験するという災害であった。地震

学(seismology)の専門家を除き、4月16日の本震を

想定していなかった一般の人々にとって、熊本地

震は一種のブラックスワン[1]のような事態とし

て考えられる。 東日本大震災以後、想定外の事態

に対して、既存の災害リスクマネジメントに限界

があることが議論されるようになってきた[2]。こ
れまでの経験にないような災害事態に備えられ

るようなリスクマネジメントが喫緊の課題とい

える。 
実際に、前震と本震が短期間に連続して発生し

た熊本地震では、被災地域の住民の間に、従来の

地震災害とは異なる新たな避難行動のパターン

が形成された。具体的には、前震と本震の両方で

避難行動を取った住民、前震から避難行動を取り

本震でも継続している住民、本震になって初めて

避難行動を取った住民、前震でも本震でも避難行

動を取らなかった住民に分類できる。そこで、本

研究では、次の2つのことを検討することを目的

とした。1つは、前震、本震における住民の避難理

由の違いの検討である。2つは、前震と本震での

避難の実態から分類される避難行動のパターン

が、その後の地震に対するリスク認知や、リスク・

コミュニケーションの主体に対する信頼に及ぼ

す影響について検討を加えることである。 
これまで、地震災害時の避難行動の選択理由に

ついて詳細な検討を行った研究事例は少ない[3, 
4]。新潟中越地震において、主な避難理由として

不安感、建物の倒壊恐怖、余震恐怖が報告されて

いる[3]。前震と本震で同様の理由で避難行動が選

択されたのか、とくに多くの住民にとって想定外
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であった本震での避難行動の選択理由を検討す

ることは、災害リスクマネジメントを考える上で

重要な知見となりうる。また、東日本大震災以後、

災害時のSNSが新たなコミュニケーションのメ

ディアとして注目されている[5]。そこで、熊本地

震の避難行動の選択にどのような影響を及ぼし

たのかについても検討を加える。 
次に、熊本地震は、当初本震として想定されて

いた前震の後にそれよりも大きな本震が生じた

ことで、「過去の経験則があてはめられない」と

して、気象庁の余震発生確率情報の発表方針の変

更が生じた[6, 7]。一般の人々は災害の確率情報を

必ずしも重視しないとする議論がある一方[8]、リ
スク・コミュニケーションの方針転換を迫られた

熊本地震の経験が人々の災害リスクに対する反

応に及ぼした影響について検討する必要がある。

社会的増幅の枠組では、ハザードと、心理的、社

会的制度的、文化的プロセスの相互作用により

人々のリスク対する認識が左右されると考えら

れている[9] [10]。実際に、福島原発事故後の一般

の人々のリスクに対する反応は、コミュニケーシ

ョンが取られる情報環境に影響を受けることが

議論されている[11]。 
そもそも、リスクそのものは構成概念であり、

何をリスクとするかは社会的価値観に依存して

いる[12]。リスク認知の研究分野では、人々のリ

スクに対する認識の仕方について多くの実証研

究を行っきた。その主な知見として、人々のリス

ク認知の次元は「恐ろしさ」や「未知性」といっ

た主観的な側面から知覚されていることが指摘

されている[13]。さらに、近年では、リスク認知

は、経験や直感などによる感情的な意思決定であ

るSystem1と、知識などの論理的な意思決定であ

るSystem2の2つの思考システムに基づいている

と考えられている[14]。そこで、熊本地震による

住民のリスクに対する反応を明らかにするため、

前震や本震での避難行動選択の経験が、リスク認

知のどのような次元に影響を及ぼすのか検討す

る。とくに、System1による直感的な判断と、

System2に論理的な判断に基づく次元の違いから

住民の災害リスクに対する反応の特徴を明らか

にする。 
また、リスク・コミュニケーションの分野では、

信頼が重要な要因として考えられている。そもそ

も、一般の人々が災害リスクを評価することは不

可能に近い。そのため、専門家や専門機関を信頼

して、リスクに関する判断を委ねる必要がある。

近年、信頼の構成要素として、科学的に判断する

能力があり、それを公正に伝えられるという専門

性の認知だけなく、専門家との価値共有である類

似性の認知が重要であると議論している[15, 16]。
具体的には、専門家がリスクついて正確に正直に

伝えていても、市民への配慮を欠いたコミュニケ

ーションが取られた場合では信頼されなくなる

といえる。これまで、東日本大震災により信頼が

低下している組織ほど、類似性の信頼に対する影

響が顕在化することが指摘されている[17]。一方、

東日本大震災を経験しても、リスク・コミュニケ

ーションに関わる組織の信頼は比較的安定して

いることが指摘されている[18, 19]。そこで、本研

究では、熊本地震での避難行動選択の経験が、リ

スク・コミュケーションに関わる組織に対する類

似性の認知や信頼にどのような影響を及ぼした

のか検討する。とくに、熊本地震の経験の信頼に

対する影響プロセスとして、類似性を介した効果

についても明らかにする。  

2.  Method 

2.1. Survey data 
本研究のデータは、文部科学省が実施した『平

成28年熊本地震における余震情報と避難行動等

に係る影響等の把握等に関するアンケート調査

及び分析』の調査データを用いた[20]。この調査

は、2016年11月28日から12月19日に実施された。

調査対象者は、熊本地震で被害が集中した14市町

村である。具体的には、１)本震で震度6強以上、

２)全壊家屋の世帯数における割合が10%以上(政
令市の熊本市各区では全壊棟数500棟以上)、３)半
壊家屋の世帯数における割合が20%以上、４)最大

避難者数の人口における割合が15%以上、以上4
条件を1つ以上満たす14市町村が対象地域とした。

具体的には、熊本市の東区と南区、合志市、菊池

市、菊池郡（菊陽町、大津町）、上益城郡（益城

町、嘉島町、御船町、甲佐町）、宇土市、宇城市、

阿蘇市、阿蘇郡（南阿蘇村、西原村)である。調査

は郵送法で実施された。 

2.2.    Respondents 
調査では、18歳以上の成人男女を対象に、選挙

⼈名簿もしくは住民基本台帳から等間隔抽出さ

れた。抽出数はn = 7000であった。有効回答は、n 
= 3772(有効回答率 46.7%）であった。有効回答者

の性別は、男性45％、女性55％、年齢は、53.24(SD 
= 16.20)歳であった。 

2.3. Measurements 
個人属性や、震災によるケガや病気等の被害で

ある人的被害、家屋や家具等への被害である物的

被害の項目については、文部科学省(2017) [20]を
参考にされたい。また、地震に対するリスク認知、

リスク・コミュニケーションに関わる組織の類似

性や信頼の項目は、すべて"1. 全くそう思わない"
～"5. 非常にそう思う"の5段階評価で測定されて

いる。 
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2.3.1 Reasons for evacuation decision in the 
foreshock and main shock  

 地震によって避難したかについて、「はい」、

「いいえ」で回答を求めた後に、避難した理由、

避難しなかった理由について、31項目から複数回

答で回答を求めている(Appendix参考)。 

2.3.2 Risk perception of earthquake   
因子分析によって予め確認された、重篤性(α 

= .91;「この地域でまた地震が起きれば、大きな被

害が出てしまうだろう」、「この地域でまた地震

が起きれば、地域全体に被害が出てしまうだろ

う」)、既知性(α = .56; 「 地震についての科学的な

理解は進んでいる」、「この地域でまた地震が起

きたとしても、被害を最小限にとどめることがで

きる」、「地震によってどのように被害が発生す

るかは、よくわかっている」) 、不確実性(α =  .64;
「地震は、いつ起きてもおかしくない現象であ

る」、「 地震は、長期にわたってさまざまな被害・

影響をもたらす」) の項目を分析に用いた。 

2.3.3 Similarity and trust towards authorities 
気象庁、政府、マス・メディア、県、市町村を

対象に、類似性と信頼について対象以外は同様の

質問項目が使われている。類似性の質問項目は、

「気象庁(政府、マス・メディア、県、市町村 ) は、

住民と同じような目線に立って、余震の情報を発

信している」、「気象庁(政府、マス・メディア、

県、市町村 ) は、余震の情報が住民にもたらす影

響についてよく理解している」である(気象庁 α = 
= .81, 政府 α = .92, マス・メディア α = .94, 県 α 
=  .95, 市町村 α =.97)である。信頼の質問項目は、

「気象庁(政府、マス・メディア、県、市町村 )は、

余震の情報を適切に伝える能力がある」、「気象

庁(政府、マス・メディア、県、市町村 )は、住民

の安全を考えて余震の情報を伝えている」(気象

庁 α = .84, 政府 α = .88, マス・メディア α =  .90, 県 
α = .89, 市町村 α = .91)である。 

3. Result 

3.1. Analyses of reasons for evacuation decision in 
the foreshock and main shock 
前震発生後に、どのような理由が避難行動選択

の判断に影響を及ぼしたのか検討するため、ロジ

スティック回帰分析を行った。分析では、前震発

生の避難行動の有無を従属変数に、年齢および性

別と、避難した、避難しなかった理由としてあげ

た31項目を独立変数として、ステップワイズ法を

用いた。前震の避難選択に統計的な有意な影響を

及ぼした理由をTable 1に示す。また、Odds比を縦

軸に、促進と抑制の大きさに並べ変えたものを

Figure 1(a)に示す。前震においては、「建物の安全

性に不安があったから」、「余震が恐かったから」

が避難行動を選択する確率を高める大きな理由

となっていた。また、「近所の人に言われたから」

も避難行動を取る確率が高める理由に含まれて

いた。一方、「避難したくてもできなかったから」

や「SNS(Twitter, Facebook等)で情報を得たから」

という理由を選択した人は、避難行動を取る確率

が低くなる。他にも「建物に被害がなかったから」

や「避難する必要を感じなかったから」といった

必要性がないという理由とは別に、この

「SNS(Twitter, Facebook等)で情報を得たから」が

避難行動を取る確率を低くする理由として作用

していた点が特徴的である。 
同様に、本震発生後の避難行動と理由に関して

も、ステップワイズ法によるロジスティック回帰

分析を実施した。本震の避難選択に統計的な有意

な影響を及ぼした理由をTable 2に示す。また、

Odds比を縦軸に、促進と抑制の大きさに並べ変え

たものをFigure 1(b)に示す。本震では、「近所の

人に言われたから」が避難行動を選択する確率を

高めた最も大きな理由で、続いて、「避難指示（勧

告）が出たから」、「余震が恐かったから」であ

った。避難行動を取る確率が低下させた理由とし

ては、「避難したくてもできなかった」、「建物

に被害がなかったから」、「避難する必要を感じ

Table 1 Result of logistic regression analysis of reasons for evacuation 
decision in the foreshock 

† p < .10, * p < .05, ** p < .01 

B Wald odds rate LL95%CI UL95%CI

建物の安全性に不安があったから 3.73 83.38 ** 41.53 18.66 92.41

余震が恐かったから 3.67 333.22 ** 39.27 26.48 58.25

避難指示（勧告）が出たから 2.82 30.68 ** 16.69 6.17 45.19

雨が降っていたから 2.69 2.75 † 14.68 .62 350.67

とにかく人のいるところに行きたかったから 2.34 14.65 ** 10.38 3.13 34.42

近所の人に言われたから 2.33 8.14 ** 10.29 2.07 51.00

家族・親戚に言われたから 2.05 29.42 ** 7.77 3.70 16.31

建物に被害があったから 2.01 16.83 ** 7.45 2.86 19.46

電気・ガス・水道などのライフラインが止まっていたから 1.05 7.29 ** 2.86 1.33 6.14

年齢 .01 4.82 * 1.01 1.00 1.02

避難したくてもできなかったから -1.90 9.67 ** .15 .05 .50

SNS（Twitter, Facebook等）で情報を得たから -1.60 4.05 * .20 .04 .96

建物に被害がなかったから -1.39 38.59 ** .25 .16 .39

避難する必要を感じなかったから -1.16 21.29 ** .31 .19 .51

電気・ガス・水道などのライフラインが使えたから -.90 12.47 ** .41 .25 .67

たいしたことがないと思ったから -.88 8.39 ** .42 .23 .75

定数 -1.94 44.57 ** .14
log likelihood 1134.9

Cox and Shell R2 .64

Nagelkerke R2 .86

B Wald odds rate LL95%CI UL95%CI

近所の人に言われたから 2.66 11.95 ** 14.34 3.17 64.92

避難指示（勧告）が出たから 2.19 27.85 ** 8.97 3.97 20.25

余震が恐かったから 1.99 196.54 ** 7.32 5.54 9.66

建物の安全性に不安があったから 1.67 94.52 ** 5.33 3.81 7.47

とにかく人のいるところに行きたかったから .97 6.92 ** 2.62 1.28 5.38

電気・ガス・水道などのライフラインが止まっていたから .74 15.33 ** 2.10 1.45 3.04

緊急地震速報が鳴ったから .55 4.49 * 1.73 1.04 2.88

年齢 .01 5.78 * 1.01 1.00 1.02

避難したくてもできなかったから -1.60 13.11 ** .20 .09 .48

建物に被害がなかったから -1.55 54.23 ** .21 .14 .32

避難する必要を感じなかったから -1.44 28.07 ** .24 .14 .40

行政の支援が得られると思ったから -.68 4.03 * .51 .26 .98

そこにいる方が安全だと思ったから -.66 22.47 ** .52 .39 .68

電気・ガス・水道などのライフラインが使えたから -.60 7.00 ** .55 .35 .86

定数 -.51 4.58 * .60
log likelihood 1559.4

Cox and Shell R2 .41

Nagelkerke R2 .64

Table 2 Result of logistic regression analysis of reasons for evacuation 
decision in the main shock 

* p < .05, ** p < .01 
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なかった」が主なもので、SNSの情報の影響は本

震ではみられなかった。 

3.2. Evacuation patters  
前震と本震での避難行動がその後のリスク認

知、類似性、信頼に及ぼす影響を検討するため、

避難行動のパターンの分類を行った。具体的には、

前震と本震で避難を取った住民を「両方避難群」、

前震で避難を始めた住民を「前震避難群」、本震

になって初めて避難行動をとった住民を「本震避

難群」、前震と本震ともに避難行動を取らなかっ

た住民を「避難無し群」とした。それぞれの群の

年齢、性別の内訳をTable 3に示す。サンプルサイ

ズが大きいため、4群の間の年齢と性別の統計的

な違いが生じている。そのため、その後の分析で

は、年齢、性別を制御変数として投入し、それら

の影響をコントロールすることで、結果を解釈す

る上で効果の偏りが生じないよう分析の精度を

維持する。 

3.2.1.  The effect of evacuation patters on risk 
perception 

熊本地震における避難行動のパターンの経験

の違いが、地震のリスク認知である重篤性、既知

性、不確実性に及ぼした影響を検討する。その際、

制御変数として、年齢、性別、熊本地震による物

的被害、人的被害を投入した。まず、重篤性を従

属変数にした一般線型モデルによる分析の結果、

避難行動のパターン、物的被害、人的被害の主効

果が確認された(Table 4)。避難パターンの主効果

について、ボンフェローニ法による多重比較の結

果、両方避難群(M = 4.74, SD = .57)および本震避

難群(M = 4.69, SD = .51)と、避難無し群(M = 4.58, 
SD = .68)との間に差が確認された。また、物的被

害(β  = .07,  p < .001)と人的被害(β  = .08、 p = .002) 

については、被害が大きい程、重篤性の認知が高

くなっていた。 
次に、既知性を従属変数にした一般線型モデル

分析の結果、避難行動のパターン、年齢、 人的被

害の主効果が確認された。避難パターンの主効果

について、ボンフェローニ法による多重比較の結

果、本震避難群(M = 2.84, SD = .71)と両方避難群

(M = 2.97, SD = .76) の間に差が確認された。また、

年齢が高くなるほど(β = .003, p < .001)既知性の認

知が高くなり、人的被害が大きいほど(β = -.07, p 
= .035) 、既知性の認知が低くなることが示唆され

た。 
最後に、不確実性を従属変数にした一般線型モ

デル分析の結果、年齢の主効果のみが確認された。

具体的には、年齢が高くなるほど(β = -.002, p 

Figure 1 Odds rates of reasons for evacuation decision in the foreshock and main shock 
 
Note. Odds比の説明の例として、前震避難の「建物の安全性に不安があったから」の41.53は、この理由を選択した人は選択しなかった

人に比べて避難する割合が41.53倍になることを示す。同じく、「SNSで情報を得たから」の0.20は、この理由を選択した人は選択しな

かった人に比べて避難する割合が0.20倍になることを示す。 
 

Evacuation pattern 4.15 ** 4.72 ** 2.27
Age 2.25 11.84 ** 10.00 **
Gender 1.71 .88 3.82
Damage of property 25.71 ** 1.66 .00
Human suffering 9.41 ** 4.43 * 2.95
Mean
SD

Severity Knowledge Uncertainty
F value F value F value

4.69 2.94 4.74
.57 .75 .47

Table 4 GLM analysis of risk perception 

* p < .05, ** p < .01 

Male Female Mean SD
Non-evacuation
(n =526) 55% 46% 53.87 (15.90)

After main shock
(n =964) 44% 56% 50.39 (14.80)

After foreshock(n =147) 42% 58% 49.48 (15.86)

Fore & Main shock
(n =1396) 42% 58% 53.91 (16.79)

χ 2(3) = 21.63, p  < .01 F (3,3029) = 12.27, p < .01, η 2 = .01

Gender Age

Table 3 Gender and age in the groups of evacuation patterns 
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< .001)、不確実性の認知が低くなることが示唆さ

れた。 

3.2.2.  The effect of evacuation patters on 
similarity 

避難行動のパターンの経験の違いが、地震のリ

スク・コミュニケーション関わる主体(気象庁、政

府、マスメディア、県、市町村)に対する類似性の

認知に及ぼす影響を検討する。その際、リスク認

知と同様に、制御変数として、年齢、性別、熊本

地震による物的被害、人的被害を投入した。まず、

気象庁の類似性を従属変数にした一般線型モデ

ルによる分析の結果、避難行動のパターン、年齢、

人的被害の主効果が確認された(Table 5)。避難パ

ターンの主効果について、ボンフェローニ法によ

る多重比較の結果、両方避難群(M = 3.27, SD = .93) 
と本震避難群(M = 3.11, SD = .90)の間に差が確認

された。また、年齢が高くなるほど(β = .01, p 
< .001) 、人的被害が小さいほど類似性が高くなる

ことが示唆された(β = -.15, p < .001) 。 
 次に、政府の類似性を従属変数にした一般線型

モデル分析の結果、避難行動のパターン、年齢、

人的被害の主効果が確認された。避難パターンの

主効果について、ボンフェローニ法による多重比

較の結果では、大きな違いはみられなかった。ま

た、年齢が高くなるほど(β = .01, p < .001)、人的被

害が小さいほど類似性が高くなることが示唆さ

れた(β = -.11, p = .009) 。 
その次に、マス・メディアの類似性を従属変数

にした一般線型モデルの分析の結果、避難行動の

パターン、年齢の主効果、性別の主効果が確認さ

れた。避難パターンの主効果について、ボンフェ

ローニ法による多重比較の結果、両方避難群(M = 
3.08, SD = 1.02)と本震避難群(M = 2.89, SD = .96)の
間に差が確認された。また、年齢が高くなるほど

(β = .02, p < .001)、女性ほど(β = .10, p = .010)、類

似性の認知が高くなることが示唆された。 
次に、県の類似性を従属変数にした一般線型モ

デルの分析の結果、避難行動のパターン、年齢、

性別、人的被害の主効果が確認された。避難パタ

ーンの主効果について、ボンフェローニ法による

多重比較の結果、両方避難群(M = 3.45, SD = .92)
と本震避難群(M = 3.31, SD = .90)の間に差が確認

された。また、年齢が高くなるほど(β = .004, p 
< .001)、女性ほど(β =.13, p < .001)、人的被害が小

さいほど(β = -.09, p = .033)、類似性の認知が高く

なることが示唆された。 
最後に、市町村の類似性を従属変数にした一般

線型モデルの分析の結果、年齢、性別、人的被害

の主効果が確認された。具体的には、年齢が高く

なるほど(β = .003, p < .001)、女性ほど(β =.09, p 
= .019)、人的被害が小さいほど(β = -.13, p  = .003)、
類似性の認知が高くなることが示唆された。 

3.2.3. The effect of evacuation patters on trust 
避難行動のパターンの経験の違いが、地震のリ

スク・コミュニケーション関わる主体(気象庁、政

府、マスメディア、県、市町村)に対する信頼の認

知に及ぼす影響を検討する。その際、リスク認知

と同様に、制御変数として、年齢、性別、熊本地

震による物的被害、人的被害を投入した。さらに、

類似性は信頼の規定因として、避難パターンとの

交互作用項も含めてモデルに独立変数として投

入した。まず、気象庁の信頼を従属変数にした一

般線型モデルによる分析の結果、類似性の主効果

のみが確認された(Table 6)。具体的には、類似性

が高いほど、信頼が高くなることが示唆された(β 
= .74, p < .001)。 
 次に、政府の信頼を従属変数にした一般線型モ

デルによる分析の結果、類似性の主効果のみが確

認された。具体的には、類似性が高いほど、信頼

が高くなることが示唆された(β = .73, p < .001)。 
その次に、マス・メディアの信頼を従属変数に

した一般線型モデルの結果においても、類似性の

主効果のみが確認された。具体的には、類似性が

高いほど、信頼が高くなることが示唆された(β 
= .74, p < .001)。 

次に、県の信頼を従属変数にした一般線型モデ

ルによる分析では、類似性と年齢の主効果が確認

された。具体的には、類似性が高いほど(β = .77, p 
< .001)、年齢が高いほど(β = .002, p = .021)、信頼

が高くなることが示唆された。 
最後に、市町村の信頼を従属変数にした一般線

型モデルによる分析では、類似性、年齢の主効果、

物的被害の主効果がみられた。具体的には、類似

性が高いほど(β = .82, p < .001)、年齢が高いほど

(β= .002, p = .008)、物的被害が小さいほど(β = -.04, 
p = .015)、信頼が高くなることが示唆された。 

Evacuation pattern 3.93 ** 3.04 * 4.77 ** 5.14 ** 2.24
Age 144.68 ** 116.65 ** 216.55 ** 11.28 ** 4.65 *
Gender .25 1.06 6.68 * 12.55 ** 6.00 *
Damage of property .04 .03 1.42 3.07 3.43
Human suffering 13.53 ** 6.80 ** 2.17 4.56 * 9.09 **
Mean
SD

JMA Government Media Prefecture Municipality
F value F value F value F value F value

3.23 3.04 3.04 3.40 3.27
.93 .94 1.01 .93 1.00

Table 5 GLM analysis of similarity 

* p < .05, ** p < .01 

Evacuation pattern .30 .09 1.31 .34 1.61
Age 3.63 1.25 1.04 5.35 * 7.06 **
Gender .56 1.69 1.00 .61 .27
Damage of property 2.02 .17 .01 .40 5.97 *
Human suffering 1.30 3.15 3.56 .98 3.39
Similarity 1424.23 ** 1769.74 ** 1913.39 ** 1956.40 ** 2382.06 **
Evacuation pattern
×Similarity 1.38 2.28 .20 .65 .70

Mean
SD

JMA Government Media Prefecture Municipality
F value F value F value F value F value

3.43 3.23 3.24 3.36 3.12
.95 .95 .99 .92 1.01

Table 6 GLM analysis of trust 

* p < .05, ** p < .01 
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以上のように、信頼は主に類似性の認知に規定

されていた。その類似性の認知は、市町村を除き、

避難行動のパターンによって異なっていた。そこ

で、避難行動のパターン→類似性→信頼の間接的

な影響について検討する(Figure2)。避難行動のパ

ターンからの類似性への影響がみられなかった

市町村以外の信頼について、媒介効果を検討する

プロセス分析[21]を行った。その際、間接効果の

区間推定として、n = 50,000のリサンプル規模の

バイアス修正型のブーストラップ法を用いた。ま

ず、気象庁の信頼に対する避難行動の類似性を媒

介した間接効果が確認された(Table 7)。具体的に

は、両方避難群に比べて、前震避難群と(β = -.15, 
95%LCI = -.26, 95%UCI = -.02)、本震避難群(β = -.11, 
95%LCI = -.16, 95%UCI = -.06) の信頼は低くなっ

ていた。次に、政府の信頼に関しても避難行動の

類似性を媒介した間接効果が確認された。具体的

には、両方避難群に比べて、前震避難群(β = -.17, 
95%LCI = -.30, 95%UCI = -.04)、本震避難群(β = -.09, 
95%LCI = -.15, 95%UCI = -.03)の信頼は低くなっ

ていた。その次に、マス・メディアの信頼に関し

ても避難行動の類似性を媒介した間接効果が確

認された。具体的には、両方避難群に比べて、本

震避難群(β = -.15, 95%LCI = -.22, 95%UCI = -.10)、
避難なし群(β = -.09, 95%LCI = -.17, 95%UCI = -.01) 
の信頼が低くなっていた。最後に、県の信頼に関

しても避難行動の類似性を媒介した間接効果が

確認された。具体的には、両方避難群に比べて、

前震避難群(β = -.14, 95%LCI = -.28, 95%UCI = -.01)、
本震避難群(β = -.11, 95%LCI = -.17, 95%UCI = -.05)
の信頼は低くなっていた。 

4.  Discussion 
本研究では、熊本地震における前震および本震

の避難行動の理由からその特徴の検討と、避難行

動のパターンがその後の地震のリスク認知やリ

スク・コミュニケーションの主体の類似性や信頼

の認知に及した影響について検討を行った。 

4.1. Differences of reasons between foreshock and 
main shock 

まず、前震と本震における避難行動の選択理由

について大きな違いがみられた。前震では建物に

対する不安や余震に対する恐怖が避難行動を選

択する主な理由になっていた。本震ではこれらの

理由よりも近所の人とのコミュニケーションが

避難行動を取る大きな理由となっていた。一般的

に、熊本地震のような大きな災害を被った際、

人々は強い不安感に直面する。これまでの事例と

同様に[3]、前震ではこのような不安感が避難行動

を取る動因になっていたといえる。 
しかし、熊本地震では、前震の後にそれ以上に

大きな本震を経験することになった。被災地域の

多くの住民にとって、予想外の異常事態でさらに

大きな不安感が生じたといえる。これまで、強い

不安感に直面する状況下では失見当など、個人の

判断や決定能力が低下することが示唆されてい

る[22]。そのため、本震により不安が高まって判

断能力が低下している状況下では、近所の人に声

をかけられたなど、避難を後押しするコミュケー

ションが行動選択の決め手として作用したと考

えられる。 
その一方で、避難行動を取らなかった理由とし

て、避難の実行性や必要性の問題以外に、SNSで
情報を得たことが関連していた。SNSが避難を抑

制する心理的な作用として、選択的情報使用[23]
が考えられる。自分にとって都合のよい情報のみ

を判断に用いることで、避難をためらっている住

民が同じような意見を表明しているSNSの情報

に注目することで、避難が抑制されたのかもしれ

ない。また、SNSを安否確認に使った場合、家族

や知人の安全だと確認した情報がバイアスとな

り、自分の状況判断を誤認識する一種の日常性の

バイアス[24]として作用した可能性もある。 
東日本大震災でのSNSのコミュニケーション

の研究事例では、SNSで情報を接触している人ほ

ど、流言の認知率が高いことが指摘している[5]。
ただし、災害の規模が異なることや、被災者を対

象にしたものではないため、熊本地震でも同様の

可能性があったのかは慎重に解釈する必要があ

る。また、避難選択に対するSNSの影響は前震の

みでしか確認されていない。本震を経験すること

で、情報選択のストラテジーは変化したと考えら

れる。本研究の結果はあくまでも1つの事例であ

り、SNSが他の災害においても避難行動の抑制要

因になるかは、今後さらなる研究事例の蓄積によ

り詳細な検討が求められる。 

B LL95%CI UL95%CI
JMA .004 .0004 .01
Government .003 .00004 .01
Media .006 .001 .01
Prefecture .003 .0002 .01

Table 7 Indirect effect of evacuation patterns on trust via 
similarity 

Note. 係数の区間推定は、LL95%CLからUL95%の間に0が
含まれていなければ有意であることを示す。 

Evacuation
patterns

Similarity

Trust

Figure 2  Process analysis model of meditated effect by similarity. 
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4.2. The influences of evacuation patterns on Risk 
perception 
地震のリスク認知に関して、避難行動のパター

ンの違いが重篤性と既知性の認知の側面で確認

された。どちらの側面も、両方避難群に比べて本

震避難群の方が相対的にリスクを高く評価して

いた。つまり、本震後になって初めて避難すると

いう予想外の地震への対応経験が、地震の重篤性

の認知を高め、既知性を低く評価する傾向があっ

た。経験的なシステム(System1)と分析的なシステ

ム(System2)のリスク認知の枠組み[14]によれば、

個別の経験に基づく判断はSystem1に基づくもの

である。 
これまで、リスク認知の恐ろしさの側面は、

System1による判断が大きいことが示唆されてい

る[25]。 本研究においても、大きな被害を生じさ

せるかの重篤性の認知や、科学的に対処可能かの

既知性の認知は恐ろしさと結びつきやすいため、

避難行動の経験が影響したと考えられる。一方、

リスク認知の不確実性の側面は、地震の予見可能

性など論理的な判断が求められるため、System2
の判断プロセスを反映しやすいため、避難行動の

影響がみられなかったと考えられる。このように

人々のリスク認知の判断特性によって、避難行動

の影響の仕方が異なるといえる。 

4.3. The influences of evacuation patterns on 
similarity and trust  
 まず、類似性に関して、避難行動のパターンの

違いが気象庁、政府、マス・メディア、県におい

て確認された。とくに、気象庁、マス・メディア、

県においては、両方避難群に比べて、本震避難群

の類似性が低くなっていた。これまで、東日本大

震災において信頼が低い組織ほど類似性が顕在

化していた[17]。本研究においても、前震では避

難せずに本震の予想外の対応として避難した住

民にとっては、熊本地震はリスク・コミュニケー

ションの組織に対する信頼を低下させる出来事

として作用した可能性がある。このような場面と

して、先行要因である類似性が低下したと考えら

れる。一方で、市町村の類似性の認知に関しては、

避難行動のパターンは影響を及ぼしていなかっ

た。被災した住民を支援する最前線の組織として

活動していたため、市町村の類似性の低下は生じ

なかったと考えられる。 
 次に、気象庁、政府、マス・メディア、県の信

頼に関しては、避難行動のパターンの違いの直接

的な影響がみられず、代わりに避難行動のパター

ンが類似性を介した間接的な影響が確認された。

これまで、東日本大震災前後で組織に対する信頼

は比較的安定している事例が報告されている[18, 
19]。また、信頼低下に伴って類似性が顕在化しや

すいことが指摘されている[17]。今回の熊本地震

においても、各主体に対する類似性の影響が顕在

化し、信頼が左右されたと考えられる。信頼に対

する避難行動パターンの主な影響として、両方避

難群における信頼よりも、前震避難群と本震避難

群の信頼が低かった。つまり、前震および本震の

両方で避難した人は、もともとリスク・コミュニ

ケーションの主体を信頼していて、避難行動を取

った結果、一定の安全性を確保できたため、より

信頼が強化されたと考えられる。一方、前震や本

震のみで避難行動を取った人は、地震によってや

むを得ず行動し、不便な行動を強いられたことへ

の責任帰属として、組織の信頼が低下したと思わ

れる。避難行動のパターンが直接信頼に影響を及

ぼしたのではなく、類似性という心理的要因を介

して影響していた点からも、人々の感情的な反応

として信頼への影響が生じていると考えられる。

ただし、マス・メディアに対する信頼は特異な反

応をとっていた。実際、本震避難群や避難無し群

よりも両方避難群の信頼が高くなっていたと解

釈する必要がある。その理由として、両方避難群

はメディアの情報に従って行動しやすい傾向が

あると予想される。人間には行動に一貫した認知

を形成する心理的な特徴があり[26]、前震と本震

でメディアの情報に基づき避難した結果、より信

頼が強化されたと考えられる。 

5.  Conclusions 
熊本地震は、Mj6.5の前震が生じた後に、さらに

大きなMj7.3の本震がほぼ立て続けに生じた災害

事例である。熊本地震では、前震での避難行動の

選択理由と、その後の本震の避難行動の選択理由

が大きく異なっていた点からも、住民が予想外の

事態への対応に追われていたと考えられる。自然

災害に対する科学的な理解が進んだとしても、自

然災害の発生そのものは制御不可能である。この

ような自然現象について、人々がどのように反応

するかを理解することは、災害リスクマネジメン

トでは重要な課題である[2]。熊本地震は短期間に

連続して生じた予想外の地震災害に対する人々

の反応を検証する貴重な事例といえる。 
リスクの社会的増幅の枠組みでは、人々のリス

クに対する反応は、ハザードの大きさだけでなく

それが生じた経験や価値観といった社会的文脈

との相互作用によって増幅や減衰すると考えら

れている[9, 10]。とくに、熊本地震では、余震発

生確率の情報提供のあり方など社会的な議論も

生じた[6, 7]。実際に、前震および本震による避難

行動の選択パターンによって、その後のリスクに

対する反応に違いが生じていた。ただし、気象庁

や政府などリスク・コミュニケーションの主体の

信頼が低下するといった影響は大きくなく、程度

の差の範囲であるといえる。 
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その一方で、信頼の規定因として、リスク・コミ

ュニケーションの主体に対する類似性の影響が

顕在化したといえる。東日本大震災においても、

リスク・コミュニケーションの主体に対する類似

性の影響が顕在化しており[17]、熊本地震でも同

様の現象がみられといえる。したがって、想定外

の災害において、住民と同じような目線が共有さ

れているかといった類似性の側面が、実際のリス

ク・コミュニケーションの場面では重要になって

くるといえる。ただし、リスク認知、類似性や信

頼といった要因は、熊本地震以前からの評価が影

響している。本研究の結果を単純な因果関係とし

て解釈するのではなく、震災前のこれらの要因が

形成されてきたかも含めて、包括的な観点からの

検討が必要である。 
 以上の議論に加えて、本研究の結果についてい

くつか課題が存在する。1つは、本研究のデータ

は、熊本地震から約8ヶ月後に収集されたもので

ある。そのため、震災当日の状況判断を検討する

データとして一定の限界が存在する。2つは、避

難理由について、近所の人やSNSなどコミュニケ

ーションの具体的な内容は調査データに含まれ

ていない。災害時のSNSが救助要請のツールとし

て有効性が示唆されている一方、情報拡散による

新たな問題も報告されている[27]。情報拡散のプ

ロセスを検討する上でも、災害時の住民のコミュ

ニケーション内容の検討は研究課題である。これ

まで、リスク・リテラシーある人ほど、リスクに

対して状況に左右されない判断ができることが

示唆されている[11]。災害時のSNSの使用方法も

含めて、想定外の災害リスクマネジメントとして、

人々のリスク・リテラシーや防災リテラシー[28]
の教育が求められるといえよう。 
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Appendix  
Appendix Reasons for evacuation decision 
 
避難された方は避難した理由、避難されなかった

方は避難をしなかった理由について教えてくだ
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さい。以下のあてはまるものすべてに○をつけて

ください。 
1．余震が恐かったから 
 2．建物の安全性に不安があったから 
 3．建物に被害があったから 
 4．道路がふさがっていたから 
 5．電気・ガス・水道などのライフラインが 
止まっていたから 
 6．建物に被害がなかったから 
 7．そこにいる方が安全だと思ったから 
 8．たいしたことがないと思ったから 
 9．電気・ガス・水道などのライフラインが 
使えたから 
10．家族に高齢者がいたから 
11．家族に乳幼児・子どもがいたから 
12．家族の中に特別なケアを必要とする人が 
いたから 
13．ペットがいたから 
14．とにかく人のいるところに行きたかった 
から 15．情報や物資が得られると思ったから 
16．行政の支援が得られると思ったから 
17．近所の人に言われたから 
18．家族・親戚に言われたから 
19．緊急地震速報が鳴ったから 
20．テレビ・ラジオなどの情報を得たから 
21．防災行政無線などの情報を得たから 
22．SNS（Twitter, Facebook等）で情報を得たから 
23．避難指示（勧告）が出たから 
24．避難指示（勧告）を知らなかったから 
25．避難するのが面倒だったから 
26．避難する必要を感じなかったから 
27．避難したくてもできなかったから 
28．雨が降っていたから 
29．土砂災害の危険性があったから 
30．火山が噴火するかもしれないと思ったから 
31．その他 


